







学 位 の 種 類





すぎ もと ぶん ぞう








(主 査)教 授 酒 井 惇 一
教 授 大 鎌 邦 雄
教 授 三 枝 正 彦
一149一
論 文 内 容 要 旨
(1)課 題 と方法
昭和30年 代か ら40年 代にかけての高度経済成長期を通 じて、わが国の畑作で
は、旧来の基幹的作物がいずれ も経済性 を失 って衰退 し、商品生産 の進展 と機
械化 ・化学化 ・施設化あるいは永利用などの技術進歩のもとで畑利用方式 は大
き く変化 した。畑利用方式は畑作経営にお ける作 目の構成及び作物作付の配置
と順序を主要な内容 とし、経営立地並びに経営経済的 ・技術的な諸要因と密接
に関連する。そ して、規模拡大や技術進歩等によって経営が発展すれば、畑利
用方式 も変化する。わが国 の畑利用方式 について これまで多 くの研究が積み重
ね られてきたが、経営発展 という動態的視点か らの研究は、一般に長期にわた
る実態把握等を必要 とするため、 これまでほとんど行われて こなか った。
そこで、上記の変化過程 における畑利用方式展開の機構 と構造について、経




新 たな発展段階 にお いて畑利用方式の歴史的な展開にみ られるこれまでの分化
・専作化の論理 に対 して統合の論理が成立すると考え られる。
全国の畑作地域における生産性向上 の動向を基幹的農業従事者1人 当たりの
生産農業所得(昌 農業総産出額一物的経費)に ついてみれば、そこには基幹的
農業従事者1,人 当た り耕地面積の拡大 と耕地1ha当 たり生産農業所得の増大と
いう2つ の方向での展開が見出される(図1)。 その中で普通畑作においでこ
の2方 向を典型的に示す北海道十勝地域 と南九州の畑作地域 を研究対象 とし、
代表的な地区 ・農家 における畑利 用の実態を把握 して畑利用方式展開の機構 ・
構造を農家事例を中心に検討する。検討にあたっては十勝地域では機械化、南
九州の畑作地域では水利用をそれぞれ基軸 として取 り上げる。対象期間は、昭
和30年 代前半期か ら、十勝地域については昭和50年 まで、南九州の畑作地域に
ついて は昭和50年 代後半期までの期間である。
(2)畑 利用方式の展開機構 一北海道十勝地域 一
十勝地域では、機械化 と規模拡大が進展 し、昭和30年 代前半期の畜力段階に
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おける豆作か ら主作 目の転換をは じめ、畑利用方式 は大 き く変化 した。
畜力段階における畑利用方式は、経営規模約10haの もとで馬耕 と浅耕 ・少肥
による豆類連作 ・小規模分散作付を特徴 とし、通作距離 ・土地条件等に規制さ
れて集約的な内圃と粗放な外圃が形成 されていた。 このような畑利用方式 の形
成機構 は、作 目構成、作物作付の空間的 ・地理的配置、時間的な作付順序 など
が経営立地並びに経営経済的 ・作業技術的 ・栽培技術的な規制諸要因の一連の
循環的な作用関係を通 じて行われ ることを明 らかにした(図2)。
そして、畜力段階か ら機械化段階における新 たな畑利用方式 の形成に至る変
化過程推進の機構を機械化 を軸と して明 らかにした(図3)。 その過程は、30
～40馬 力級の トラクタの導入に始まる第1段 階(転 換期:昭 和30年 代半ば～40
年代初期)に おいては、機械化が栽培技術の進歩 ・改善 と結んで畜力段階 にお
ノ
ける規制諸要因の作用関係を逐次連鎖的 に改変 し、耕起か ら収穫に至る機械化
作業体系の形成によって深耕 ・多肥 の根菜作を主 とする15ha規 模の無畜 ・機械
化経営を成立 させ、 さらに第2段 階(大 型機械化:昭 和40年 代初期以降)に お
いては、約20haへ の規模拡大のもとで、 トラクタ及び各種作業機の大型化 ・専
用機化 による大型機械化作業体系並びに作付方式における地力維持機能の強化
と結んで、根菜作 ・イネ科作物 を主 とする作付作目の単純化、大型作付圃への
作付集中 と輪圃再編のもとでの作付配置 の単純化を特徴 とす る畑利用方式 を形
成するに至る一連の過程 として捉えることができる。 そこでは、耕起か ら収穫
にいたる諸作業の機械化が、栽培技術の改善 と結んで、根菜作を中心に「循 し
て無畜 ・機械化経営の畑利用方式が成立 し、大型化 ・専用機化の進展の もとで
さらに一循することによって機械化段階 における技術体系 ・地力維持方式 の形
成と結んで新 たな ・より高度 の畑利用方式が形成されたのである。
(3)畑 利用方式展開の構造 一南九州畑作地域 一
南九州の畑作地域においては、主作 目がカンショか ら飼料作物に変化すると
ともに露地野菜作が伸長 し、昭和40年 代 に入ると各地で大規模畑地潅嶽i事業が
逐次完工 して畑潅営農が進展 した。そこで、南九州における作 目転換を典型的
に示す宮崎県霧島東部地域と大規模畑地潅瀧地域として先進的な鹿児島県笠野
原地域 ・宮崎県綾川地域を対象 として、代表的地区 ・農家についての実態調査
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を もとに、畑利用方式の特質 と成立要因を検討 し、その構造的変化を明らかに
した(図4)。
霧島東部地域における昭和30年 代半ば頃の旧来の畑利用方式 は、カ ンショを
主作 目とし、低位な労働手段のもとでカ ンショ作のもつ諸特性に依拠 して、経
営規模階層による差異の少 ない等質的な構造を特徴 としていた。その崩壊の後、
新たに形成された畑利用方式は経営階層 ・類型による分化、並びに、作付圃に
おける分化 ・専作化を特徴 としている。広汎に形成 された経営規模2ha前 後め
露地野菜作 ・繁殖肉用牛複合経営では、露地野菜作(根 菜類)1年1作 の作付
圃と飼料作物1年2作 の作付圃が分化 ・固定化 し、3な いし5ba以 上層の酪農
専業経営及び繁殖肉用牛の専業的経営では、1年2作 ・1年3作 等の飼料作物
専作の作付圃が形成 され、200%以 上の高い畑利用率を実現 している。それは、
経営経済的 ・作業技術的 ・栽培技術的な諸要因 と各作 目の経営的性格の相互関
係のもとで、各階層 ・類型に応 じた大型 ・中小型の機械化作業体系 と結ばれて、
それぞれの経営諸条件に適合 した畑利用方式 として定着 している。
さらに、大規模畑地潅概地域で は、畑地潅概が行われていない霧 島東部地域
に比 して、地域(地 区)並 びに経営類型 の分化が著 し く、多様な経営展開が認
め られる。そこでの畑利用方式の展開は、個別 ・自由な水利用 と用水がもつ種
々の機能を生か した多目的水利用 にもとつ くものである。それは、水利用 によ
って作物作付 の自由度が拡大され、水分補給のための散水潅概から生産安定 ・
環境制御等への永利用による安定多収 ・品質向上等を もとに した収益性向上を
通 じて、有利性作 目の作付 を拡大 して畑利用方式の再編が進み、そ して、畑湛
水にもとついて田畑 を統合化 した新たな畑利用方式が形成 され るに至ったので
ある。
(4)輪 圃再編の展開 一内圃化 と外圃化一
十勝芽室町 における輪圃再編の実態では、規模拡大による取得地が当初は外





他方で、南九州の霧島東部地域では個別経営 の畑 は数 ヵ所 ないし十数 ヵ所に
分散 し、1ヵ 所の平均面積は20～30a、 通作距離 はおおむね2km以 内である。
ここでは、輪圃の編成 や内圃 ・外圃の形成 はほとんど認 められない。 しか し、
笠野原 ・綾川両畑潅地域では、経営畑地のすべてに畑潅施設が設置されるとは
限 らず、水利用の可否あるいは規模拡大 ・施設園芸導入等によって内圃 ・外圃
が形成 され、 さらに、湛水畑 における集約的な作付対応が見 出される。そ こで
は水利用のもとで畑利用の集約化(内 圃化)と 粗放化(外 圃化)が 進行 した。
こうした寒地 ・十勝畑作 と暖地 ・南九州畑作における規模拡大や機械化 ・水
利用の進展の もとでの内圃 ・外圃 の形成 とその編成替が、いずれの地域におい
ても、①内圃 ・外圃の分化、②外圃の内圃化(内 圃 と外圃の統合)、 ③内圃の
内圃化 と外圃化(内 圃 ・外圃 の分化)と い う分化 と統合の一連の過程 として進
行することを明 らかに した(図5)。 それは、経営発展における収益増大のた
めの規模拡大 と集約化、いいかえれば外延的 ・内包的 という2つ の発展方向は、
経営土地利用においてはそれぞれの一方的な進行を意味す るものではな く、両
者が相互に補完 しあ って進むことを示す ものであって、寒地 ・十勝畑作 と暖地
・南九州畑作のいずれにおいて も等 しく認められるのである。そこには経営発
展における同一の論理が土地利用に関 して成立 すると考え られる。
(5)生 産力高度化 と畑利用方式展開 の論理
わが国における土地利用方式の展開を歴史的にみれば(図6)、 水田利 用方
式にお ける水稲1毛 作に始まる分化の進展 と近年の集団転作、汎用耕地化の指
向のもとでの田畑 の統合化の動きに対 して、畑利用方式では焼畑か らの常畑 ・
桑園 ・茶園 ・果樹園等の一貫 した分化の方向での展開がみ とめられる。そうし
た中で、南九州畑作における作付圃の分化 ・専作化 は分化方向の極をなすもの
であり、寒地 ・十勝畑作 と暖地 ・南九州畑作における内圃 ・外圃の分化 ・統合
の動き、並びに、水利用 ・畑湛永を基礎 とする田畑を統合化 した畑利用方式の












































































































霜(生 産農業所得/耕 地面積)×(耕 地面積/基 幹的農業従事者数)
2)耕 地面積 ・基幹的農業従事者数は農業セ ンサス、生産農業所得は生
産農業所得統計による。なお、農産物生産者価格指数(農 産物総合)
による調整値を用 いた。
3)対 象地域は、全国の県内農業地域151の うち、昭和40年(1965)に おい
て畑地率50%以 上で、かつ=普通畑率40%以 上(耕 地面 積冨 .100)の28
地域である。ただ し、島 しょ部 は除外 した。
4)28地 域の基幹的農業従事者1入 当たり耕地面積とha当 たり生産農業
所得の間には1%水 準で有為の指数回帰が認 められる。点線で示 した
曲線はこれを示す。
5)図 の楕円は、平均値 と標準偏差をもとに類別 した地域型を示す。
つ
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畑 利 肪 式 の 形 國
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補 完 ・補 合 関係
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大 型 化(20"×1連)一 一
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役 肉用 牛 ・馬



































1/13根 菜 作 一休 閑
2/1:飼 料 作 一飼料 作
3/1=飼 料 作 一同 一同
飼料作物 ・露地野菜
→
露 地 ・施 設野 菜等































産 茸芭形成 。フ ェ リー
《霧 島 東 部 地 域》
































































卿・匝 蕊]Eコ Σヨ 麟…・【水利用】 均一的構造← 統合化 ・分化→ 内圃 ・外圃(単輪圃)(複 輪圃)
機械化・水利用と内圃化・外圃化の進展
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論 文 審 査 結 果 要 旨
本論文は,畑 作経営における畑利用のあり方が,技 術進歩と経営発展のもとでどのように変化,展 開
するのか,そ の機構 と構造を北海道十勝地域と南九州畑作地域 における個別経営の圃区 ・作付圃レベル




畜力段階における浅耕 ・少肥 ・豆類連作,多 数の作物の小規模分散作付,内 圃 ・外圃の形成を特徴と
する畑利用方式の規制諸要因の一連の作用関係が,機 械化 ・規模拡大により逐次連鎖的に打開されてい
く。大型機械体系の成立のもとで,深 耕 ・多肥の根菜作を主作 目とし,作 付の作目並びに配置の単純化,
外圃の内圃化を特徴 とする新たな畑利用方式が成立する。
2.南 九州畑作地域
カンショを主作目とする等質的な構造から,畑 灌瀧未実施地域では飼料作 ・露地野菜作への作 目転換
が進み,経 営類型の分化とともに作付圃の分化 ・専作化を特徴とする新たな土地利用方式が形成される。
一方
,大 規模畑灌実施地域では,水 利用による作物作付の自由度の拡大 と個別 ・自由な水利用のもとで
地域 ・経営類型が著 しく分化 し,多 様 な畑灌営農が展開する。そのなかで畑湛水による佃 畑を統合 した
畑利用方式 も形成された。
3.分 化の論理と統合の論理
機械化 ・規模拡大,畑 灌 ・水利用による内圃 ・外圃の形成 ・再編は,土 地利用の分化 と統合の循環的
課程を通 じて,土 地利用の高度化を実現する。また経営発展における外延的方向と内包的方向が土地利





よって審査員一同は,本 論文が博:士(農 学)の 学位を授与されるに値すると判定 した。
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